事業計画書
株式会社ABCコンサル
2026年8月｜資金調達（エクイティ）に際してのご説明資料
本資料の実績数値は当社経営会議資料（2026年7月時点）に基づきます。将来の見通しは本文に明示した前提条件に基づく試算であり、達成を保証するものではありません。外部市場データなど当社が保有していない情報については、推計値を置かず「情報不足」と明記しています。
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[bookmark: _Toc237950387]1. エクイティストーリー
当社は2024年4月の設立から2年で顧客32社を獲得し、2026年1月に8,200,000円だった月商を7月には12,000,000円まで伸ばしました。半年での伸び率は46%であり、新規リードも月120社と需要側の制約は見られません。DX・AIエージェント導入という領域において、当社の提供価値は市場に受け入れられています。
一方で、収益性はまだ十分に見えていません。2026年7月の営業利益率は7.8%で、自社目標の20%を大きく下回ります。ただしこれは事業モデルの問題ではなく、受注率、粗利率、顧客継続率という三つのKPIがいずれも自社目標を下回っていることの結果です。逆に言えば、この三つを目標水準に戻すだけで利益は大きく改善します。受注率を21.4%から30%に引き上げるだけで、商談28件という現在の活動量のままで月間の受注額が3,600,000円増える計算になります。
この改善を実行する上でのボトルネックは人です。営業案件の約40%を代表者が最終対応しており、採用は応募月15名に対して月間採用数が0〜1名にとどまっています。本調達は、この人の制約を先行投資で外し、既に検証された需要を利益に変換するためのものです。使途の積上げによる必要額は100,000,000円で、うち48,000,000円を8名の採用に充てます。
[bookmark: _Toc237950388]2. 会社概要
当社は東京都に本社を置き、DXコンサルティングとAIエージェント導入支援を主業とする企業です。従業員は12名で、役員2名、営業3名、コンサルタント4名、エンジニア2名、バックオフィス1名、マーケティング1名という体制です。加えて自社業務に5体のAI社員を試験導入しており、自社での実践がそのまま顧客への提供ノウハウになっています。
	項目
	内容

	会社名
	株式会社ABCコンサル

	設立
	2024年4月

	本社
	東京都

	業種
	DXコンサルティング、AIエージェント導入支援

	従業員
	12名（役員2・営業3・コンサル4・エンジニア2・バックオフィス1・マーケティング1）

	顧客数
	32社（新規18社・既存14社）


[bookmark: _Toc237950389]3. 事業内容とビジネスモデル
事業は三つのサービスで構成されています。入口となるのがAI・DXコンサルティングで、ここで顧客の業務を分析し、続く導入支援でAIエージェントを実装し、最後に月額の運用支援へとつなげます。上流のコンサルからストック収益へ順に移行する設計で、しかも下流に行くほど粗利率が高くなるのが特徴です。
	サービス
	内容
	単価
	粗利率

	① AI・DXコンサルティング
	業務分析とMicrosoft 365・クラウド活用による業務改善支援
	平均契約 1,200,000円
	65%

	② AIエージェント導入支援
	営業・マーケティング・採用・経理・顧客対応・経営企画のAI化
	初期導入 1,500,000円
	70%

	③ AI運用支援
	導入後の運用・改善・保守（ストック収益）
	月額平均 180,000円
	75%


現在の全社平均粗利率は62%で、最も粗利率の高い運用支援（75%）の占める割合がまだ小さいことを示しています。既存顧客への運用契約の拡大は、新規開拓を伴わずに収益性を引き上げる最も確実な手段であり、本計画では粗利率の目標を68%に置いています。
[bookmark: _Toc237950390]4. 市場と提供価値
当社の強みは、自社でAI社員を運用しながら顧客に導入支援を行っている点にあります。自社の月間作業時間はAI導入により2,400時間から2,050時間へと350時間削減されており、この実測値そのものが提案の根拠になります。導入支援を売る事業者が自社で実践していないケースは少なくなく、この差は商談における説得力に直結します。
一方で、市場規模、競合シェア、価格弾力性に関する外部データは現時点で未入手です（情報不足）。したがって本計画は市場規模からのトップダウンではなく、自社の実績と営業容量からのボトムアップで組み立てています。市場分析の正式な提示が必要な場合は、外部調査を実施した上で別途ご提出します。
[bookmark: _Toc237950391]5. 実績（2026年1月〜7月）
[bookmark: _Toc237950392]5.1 売上
7月末時点の累計売上は70,000,000円で、年間目標150,000,000円に対する進捗率は46.7%です。残り5か月で目標を達成するには月平均16,000,000円が必要ですが、直近3か月の平均月商は11,100,000円であり、1.44倍の水準が求められます。月次成長率（1月→7月の平均6.6%）が継続した場合の年間着地は142,875,662円で、目標に対して7,124,338円の未達となります。
	月
	売上（円）
	前月比

	1月
	8,200,000
	―

	2月
	8,800,000
	+7.3%

	3月
	9,500,000
	+8.0%

	4月
	10,200,000
	+7.4%

	5月
	11,000,000
	+7.8%

	6月
	10,300,000
	-6.4%

	7月
	12,000,000
	+16.5%


[bookmark: _Toc237950393]5.2 営業と顧客
営業の実態は、入口は十分に広く、出口で落ちているというものです。7月の新規リードは120社と月間目標を上回りましたが、受注は6件で目標8件に届きません。失注12件のうち、価格が5件、競合が3件で、合わせて失注の66.7%を占めます。この二つは価値訴求の問題であり、提案書へのROI算定搭載や失注ヒアリングといった運用改善で対応可能と考えています。
	指標
	7月実績
	月間目標

	新規リード
	120社
	100社

	商談
	28件
	30件

	提案
	18件
	20件

	受注
	6件
	8件

	受注率
	21.4%
	30.0%

	営業パイプライン
	42,000,000円
	―

	顧客継続率
	85.0%
	90.0%


顧客基盤は32社、平均顧客単価は年間2,100,000円です。上位5社の年間売上合計は42,000,000円で、年換算売上（7月実績×12か月）に対する比率は約29%、最大顧客でも約8%です。特定顧客への過度な依存はなく、収益の分散は保たれています。一方で継続玅85%は目標90%を下回り、解約3社の理由は費用対効果の不明確さ、内製化、担当者変更と、いずれも運用体制で手を打てる範囲にあります。
[bookmark: _Toc237950394]5.3 財務
7月の月商12,000,000円に対し、粗利率は62%、粗利は7,440,000円、固定費6,500,000円を差し引いた営業利益は940,000円です。損益分岐点売上は月10,483,871円で、既にこれを上回っています。現預金は42,000,000円で年間固定費の約0.54年分に相当しますが、月次では黒字を確保しているため、入金サイクルが安定していれば取り崩しは発生しません。
	項目（2026年7月）
	金額・比率

	月商
	12,000,000円

	粗利（粗利率62%）
	7,440,000円

	固定費
	6,500,000円

	営業利益
	940,000円（利益率7.8%）

	損益分岐点売上（月）
	10,483,871円

	現預金
	42,000,000円


[bookmark: _Toc237950395]6. 経営課題と改善計画
経営会議では、売上影響20点、利益影響20点、緊急性20点、実行可能性15点、顧客影響10点、経営リスク15点の合計100点で課題を採点し、優先順位を決めています。上位に位置するのは受注率、営業利益率、代表者への業務集中の三つです。
	経営課題
	現状
	目標
	スコア

	受注率が低い
	21.4%
	30.0%
	87

	営業利益率が低い
	7.8%
	20.0%
	84

	代表者への業務集中
	営業案件の40%を最終対応
	20%以下
	79

	顧客継続率が低い
	85.0%
	90.0%
	77

	AI削減時間の未活用
	350時間中80時間を売上に接続
	210時間
	68


利益率の改善については、単一のドライバーだけで目標に到達させるのは現実的ではありません。売上だけで営業利益率20%を達成するには月商15,476,190円（現状の約1.3倍）、粗利率だけなら74.2%、固定費だけなら月5,040,000円（年間1,752万円の削減）が必要になります。したがって本計画では、月商14,000,000円、粗利率68%、固定蘲6,200,000円という組合せを採ります。この時の営業利益は3,320,000円、利益率は23.7%となります。
具体的な実行項目は30日、60日、90日の期限を付して下表のとおり定めています。いずれも外部環境ではなく自社の運用で完結する施策であり、調達の成否にかかわらず着手します。
	優先度
	アクション
	期限・担当
	KPIと期待効果

	A
	失注12件の全件ヒアリングと価格・競合対応トークの標準化
	30日／営業責任者
	受注率25%、月間+1,500,000円

	A
	提案書へのROI算定シートの標準搭載
	60日／コンサル責任者
	受注率30%、月間+3,600,000円

	A
	案件別原価分析と値引き承認ルールの導入
	30日／CEO
	粗利率65%、月間粗利+360,000円

	A
	全既存顧客への運用支援アップセルキャンペーン
	90日／コンサル責任者
	運用契約+8社、粗利率の構造改善

	A
	提案書・見積承認の権限移譲を文書化して移管
	30日／CEO
	代表者対応案件20%以下

	B
	四半期ごとの導入効果レポート提出と複数部署接点化
	60〜90日／CS担当
	継続率90%、年間2,100,000円の逸失回避

	B
	AIの未活用270時間のうち130時間を営業活動へ再配分
	60日／AIチーム
	売上創出時間210時間


[bookmark: _Toc237950396]7. 業績計画（FY2026〜FY2028）
FY2026は現在の月次成長率が継続した場合の着地見込み、FY2027以降は本調達の実行と8名の採用達成を前提とした計画値です。固定費の増加は主に人件費で、現行実績の1名あたり年間人件蘲4,000,000円を基礎に置いています。
	年度
	売上
	粗利率
	営業利益
	営業利益率

	FY2026（着地見込）
	142,875,662円
	62%
	10,582,911円
	7.4%

	FY2027（調達後）
	220,000,000円
	66%
	40,200,000円
	18.3%

	FY2028
	320,000,000円
	68%
	77,600,000円
	24.3%


売上の伸びはFY2027が前年比+53.8%、FY2028が+45.5%です。この成長は新規需要の創出ではなく、既に存在するリードと商談を処理しきる容量を持つこと、および受注率と粗利率を目標水準に戻すことで実現する設計です。
[bookmark: _Toc237950397]8. 資金調達計画と資金使途
調達額は市場相場からの逆算ではなく、実行に必要な使途の積上げで算出しています。合計は100,000,000円で、その半分近くを人への投資が占めます。企業価値や持分比率については、投資家の皆様との協議事項として本資料では提示していません。
	使途
	金額
	算出根拠と目的

	営業・コンサル採用8名
	48,000,000円
	1名あたり年間人件蘲4,000,000円×8名×1.5年分。商談対応容量の拡大

	マーケティング投資
	18,000,000円
	現行年間広告蘲8,000,000円の拡張。新規リードを月120社から240社へ

	AI社員のプロダクト化
	16,000,000円
	試験導入中の5体を提供可能な製品へ。粗利率75%領域の拡大

	カスタマーサクセス体制
	10,000,000円
	専任配置と効果レポートの標準化。継続率を85%から90%へ

	運転資金バッファ
	8,000,000円
	採用先行による一時的な利益圧迫への備え

	合計
	100,000,000円
	―


調達後12か月での達成目標は、受注率30%、顧客継続率90%、粗利率68%、営業利益率20%、AI削減時間の売上接続率60%、代表者が最終対応する案件比率20%以下です。これらはすべて月次で計測可能であり、投資後の進捗報告の共通指標としてご提示できます。
[bookmark: _Toc237950398]9. 組織体制と採用計画
現在の体制は従業員12名で、営業3名、コンサルタント4名が事業の前線を担っています。この規模で月商を十分に伸ばしてきた一方で、営業案件の40%を代表者が最終対応する運用が常態化しており、代表者の業務時間の約35%が営業・管理業務に向いています。本計画では調達後12か月で営業とコンサルタントを中心に8名を增員し、同時に承認権限を営業責任者へ移管します。
	職種
	現在
	調達後12か月

	役員
	2名
	2名

	営業
	3名
	7名（＋4名）

	コンサルタント
	4名
	8名（＋4名）

	エンジニア
	2名
	2名

	バックオフィス
	1名
	1名

	マーケティング
	1名
	1名

	内訳の合計
	13名
	21名


なお内訳を合計すると13名となり、当社資料に記載の従業員12名と1名の差異があります。役員の取扱いによるものと推定されますが確定していないため（情報不足）、デューデリジェンスの前に定義を揃えてご提示します。
採用のボトルネックは選考ではなく母集団にあります。月間応募15名のうち書類通過は5名、面接は4名で、採用は0〜1名です。応募から採用までの歩留まりは3.3%であり、4名を採用するには120名の応募が必要です。現在の応募ペースでは8か月を要するため、リファラル制度の導入と応募チャネルの拡大を調達直後の最優先事項として位置づけています。
[bookmark: _Toc237950399]10. 実行スケジュール（12か月）
調達を待たずに着手できる施策を前半に置き、資金を要する採用とマーケティング投資を後半に配置しています。各期間には完了判定のKPIを設定し、達成状況を投資家の皆様に月次でご報告します。
	期間
	主要マイルストーン
	完了判定KPI

	0〜30日
	失注全件ヒアリング、値引き承認ルール導入、承認権限の移管を文書化
	受注率25%、代表者対応案件30%以下

	31〜60日
	提案書へのROI算定搭載、AI未活用時間の営業再配分、採用チャネル拡大
	受注率30%、売上創出時間210時間

	61〜90日
	運用支援のアップセル実施、顧客への複数部署接点化、営業2名の入社
	運用契約+8社、粗利率65%

	4〜6か月
	コンサルタント2名の入社と立ち上げ、マーケティング投資の本格化
	新規リード月180社、月商14,000,000円

	7〜12か月
	残り4名の採用完了、AI社員のプロダクト化、CS専任体制の確立
	新規リード月240社、継続率90%、営業利益率20%


[bookmark: _Toc237950400]11. KPI管理と投資家報告体制
本計画の進捗はすべて月次で計測可能な指標に分解しています。指標は別途提出のExcelレポートと同じ計算式で算出され、前提値を変更すれば影響が即座に見える構造となっています。
	KPI
	12か月後目標
	測定頻度と報告方法

	受注率
	30%
	月次／ファネル全段階を経営レポートに掲載

	顧客継続率
	90%
	四半期／解約発生時は理由を即時共有

	粗利率
	68%
	月次／案件別原価と値引き実績を併記

	営業利益率
	20%
	月次／固定費内訳と合わせて報告

	AI削減時間の売上接続率
	60%
	月次／削減時間と売上創出時間を分けて計測

	代表者が最終対応する案件比率
	20%以下
	月次／権限移譲の進捗指標として報告

	採用進捗
	月間応募30名・累計入社8名
	月次／ファネル各段階の歩留まりを報告


報告は月次の書面報告と四半期の報告会を基本とし、KPIが二か月連続で計画を下回った場合は原因分析と復旧策を臨時でご共有します。数値は事実と仮説を分け、確定していないものは確定していないと明記します。
[bookmark: _Toc237950401]12. 資本政策とEXITに関する考え方
調達額は使途の積上げにより100,000,000円としていますが、発行股式数、評価額、持分比率、既存股主構成については本資料作成時点で確定していません（情報不足）。これらは投資家の皆様との協議事項として位置づけ、タームシートの段階で具体案をご提示します。
資金の持ちこたえについては、現預金42,000,000円に加えて月次営業利益が黒字であるため、本調達は存続のためのものではなく成長の前倒し投資です。採用を先行させる期間は一時的に利益が圧迫されるため、使途8,000,000円を運転資金バッファとして確保しています。
EXITの方針は現時点で確定していません（情報不足）。当社としては、まずFY2028に売上320,000,000円、営業利益率20%台という収益基盤を作ることを優先し、IPOとM&Aのいずれを目指すかは、その時点の事業規模と市場環境を見て投資家の皆様と協議の上決定したいと考えています。現時点での断定は避けます。
[bookmark: _Toc237950402]13. リスクと対応方針
	リスク
	対応方針

	代表者への業務集中（キーマンリスク）
	提案書・見積承認の権限移譲を文書化し、30日以内に営業責任者へ移管。進捗は代表者対応案件比率で月次モニタリング

	採用の未達による計画遅延
	現行の応募→採用率は3.3%で、4名の採用には120名の応募（現ペースで8か月）が必要。応募チャネル拡大とリファラル制度で母集団を先に拡げる

	価格競争による粗利率の低下
	値引き承認ルールと粗利率下限の設定。価格ではなくROI提示で競争する提案型へ転換

	顧客の内製化による解約
	内製化後も価値が残る領域（ガバナンス、拡張開発、運用監査）へサービスをシフト

	外部市場データの不足
	市場規模・競合シェアは未入手（情報不足）。必要に応じ外部調査を実施し、本計画の前提を検証する


[bookmark: _Toc237950403]14. 前提条件と注記
実績数値はすべて当社経営会議資料（2026年7月時点）に基づきます。年換算売上は7月実績12,000,000円に12か月を乗じたランレートであり、確定した年間実績ではありません。顧客獲得単価（CAC）は年間広告・マーケティング蘲8,000,000円を新規顧客18社で除したもので、営業人件費は配賦データがないため含めていません（情報不足）。実態のCACはこれより高くなります。
AIによる削減時間の価値換算は人件費ベース（年間人件費48,000,000円÷12か月÷月間稼働2,050時間）であり、売上単価ではありません。売上創出時間あたりの売上額については実データがなく、情報不足としています。FY2027以降の数値は調達実行と採用達成を前提とした当社の計画値であり、確定した受注に基づくものではなく、達成を保証するものでもありません。
本計画の数値の詳細と計算式は、別途提出の「ABCコンサル_投資家向け経営レポート」（Excel）に収めています。前提値を変更すれば全計算が再計算される構造となっており、デューデリジェンスにおける検証にそのままご利用いただけます。
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